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1.農 村開発 と協 同活動

1) 農村開発進展の要件

 世界のどの地域をとわず,発 展途上国の農村生活基礎施設(infピaStrUCtUre)整 備が

急務とされる。 しか し新興国家は財政支出を基幹産業や中枢施設の充実に優先せねば

ならず,僻 地住民の生活改善に向ける余裕は乏 しい。僅少な税収,不 安定な貿易収益,

国際政治がらみの先進国援助に頼る国家財源は,な によりも産業振興,交 通運輸整備,

都市計画推進,学 校教育拡充,行 政司法機構改革に費やされる。その結果,都 市 と僻

地農村との生活水準格差は増大 し,中 核都市への労働移出やマス.コミ情報の影響下で

僻地住民の都市志向が強まる。 地方における自給自足に飽 き足らず,都 市的 ・西欧的

サービス受容の欲求が高まる。 とはいえ,そ の充足は他に頼 る方途もなく,僻 地住民

自身の努力を待つほかはない。

 農村開発をめざす住民の協業は,道 路補修,橋 梁架設,学 校 ・診療所 ・集会所建築,

給排水施設整備などを行なう。 計画の推進には地元の自然 ・人的資源を活用し,政 府

関係機関との連携が望ましい。すなわち現地で調達と利用が可能な自然資源と労働力

に加え,企 画と実施の諸段階で リーダーシップや交渉力に富む人材を発掘 し,登 用す
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る。他方では技術,工 具器材,資 金を政府助成に仰 ぐため,関 係部署および担当官 と

の連絡,調 整が欠かせない。助成には政府間協定にもとずく先進国援助が重要だが,

現地側政府を媒介して交付されるため,後 者と地元との緊密な繋がりが必須になる。

何よりも地元住民の積極的な立案および実践の意志表示が肝要である。 開発事業への

自主的取組みは,目 標とした施設の完成に到る過程で も多 くの利点をもたらす。 つま

り企画 ・施行の諸段階で当事者個々の知能 ・才覚に加え,交 渉力,協 調など対人行動

面の練磨を生む。事業の成就は物的な条件改善を越えた,累 乗的な効果を導 くといえ

る[HEYER 6'α1.1978=36;MBITHI l 973:85-86;WIDsTRAND l976:143]。

 筆者は先にスリランカ南部農村で,生 活基礎施設改善をめざす住民の自主的,組 織

的な互助協力活動を観察 した。政府の奨励で1978年 に結成された農村開発団体が,お

よそ120戸 の農家を組織して目覚ましい成果を挙げた。 数年間に調理用水供給の井戸

1基,コ ンクリー ト橋3脚,集 会所1戸 を建造 し,延 長1.2kmの 灌概用水路を掘削

した。政府からの技術者派遣 と用材費援助は受けたが,事 業の企画,住 民組織化,団

体運営は地元の僧侶・,公務員,農 民の3人 が主導 した。 資金面では住民拠出は一部富

裕者層の献金のみで,ほ ぼ全額をスェーデン政府から,ま た自国政府からの助成に依

存 した。開発計画の完遂は公衆衛生,緊 急輸送,生 業面で多大の便宜をもたらした。

しか し社会主義政権下の諸統制 と,協 同組合事業の国家管理が制約となって,旧 来の

生存経済を越える波及的効果までは生成 しなかった[OMoRI l985:118-121]。

 自発的で小規模な協同組合活動はウガ ンダ山間部の農村で,1970年 代に顕在であっ

た。各団体ごとに多様な組織 と活動が見られたが,と くに営利農耕と地酒の醸造およ

び販売に携わった組合数例に注 目し検討 した。 いずれも小規模ながら組合員の資金分

担をもとに耕作者雇傭,醸 造原料入手,販 売場所確保を果たした。 当時ウガ ンダの僻

地住民が直面した雇傭機会僅少 と換金作物欠如をこれらの 萌芽的組合活動が補填 し,

現金取得の途を開いた。生存経済への全面依存を脱 し,市 場経済への傾斜が始まった。

協同組合活動への参加が,近 親 ・隣接居住者間の閉鎖的互助協力の範囲を拡げた。同

時に,地 域社会内部の協業ネットワークの増加と多様化を促 した。運営に関わった役

職担当者は指導力,統 率力,影 響力を培い,地 域の政治的 リーダーになって進出する

資質を蓄えた[大 森 1986a:43-51]。

 これらの事例の考察 と問題意識の展開から最近のケニァ農村調査が方向づけられた。

「ブタ リ村開発における自発的協力の成果」を課題申請 して,ナ イロビ大学アフリカ

研究所準研究員資格を受けた。1984年7月 の予備調査の後,翌 年1月 から11月にかけ

て断続的ながら9ケ 月間の現地滞在を果 した。 さらに1986年3月 にも現地追跡調査を
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行なった。 ブタ リ付近では生業や冠婚葬祭面の互助協力が旧 くから見 られた。 しかし

十数人規模の互助的,輪 番制協業よりも,い わば地域社会を枠組とする組織的互助協

力の実践に注意を傾けた。ス リランカおよびウガンダの事例との対比を望んだためで

ある。ブタ リのハ ランベー事業 と婦人グループ活動が筆者の関心を引きつけた。

 ケニア政府は1963年 の独立当初から,国 民に自主開発の必要性を説 き,ハ ランベー

(Harambee)政 策を推進した。すでに独立以前にも植民地政府が類似の政策を展開 し,

とくに1946年 から1960年 にかけて東部ケニアで10件余の開発計画を実施 した。事業内

容は貯水池,段 畑,道 路の建設,土 壌保全工事ほか農業,畜 産業 と保健衛生関係施設

の整備であ り,既 存の氏族(clan)組 織と伝統的な協業形式を活用する試みであった。

・しかし政府は事業を強要する態度を崩さず,そ のため住民の積極的参加 も,竣 工後の

維持管理 も十分えられず,永 続的効果が減殺された。独立後のハランベー事業はこの

反省のうえに立案された。すなわち政府の庇護 ・介入を最小限に抑え,地 域住民の参

加と,そ の土地の労働力および地元寄付金を最大限活用する方針を採った。 またハ ラ

ンベー事業の目標を必ず しも生産に直結する施設に置かず,む しろ道路,貯 水池,校

舎,集 会所,助 産 ・保育施設の整備に向けた。

 しかし実践されたハランベー事業の過半数は,結 果として地元の学校新増設,す な

わち校舎と教員住宅建築が占め,次 に続 く診療所および助産施設の新増設を大 きく凌

いだ[HEYER 6孟α1.1978:35;MBITHI l973:90]。

 ハランベー事業による教育施設拡充はふつう次の経過をたどった。 はじめに地元有

志による準備委員会結成があり,父 母からの寄付額と労力奉仕,ま た住民一般による

地元募金が決議された。次に校地と校舎,教 材教具の整備完了の段階で,教 育省宛に

新増設認可申請を した。教育省は申請のあった県の教育審議会(District Education

Board)に 諮問 し視察を終えて認可した。 政府は専任教員の俸給を負担 したが,宿 舎

は地元で設営 した。増員が認可されるまで,父 母負担で定員外臨時教員を雇傭するこ

とになった。各小学校には議決機関の父母会(Parent Association)と 執行機関の学校

委員会(School Committee)が 設置され,後 者は教員,父 母会役員,地 区代表者数名

から編成された。 学級増設,校 舎増築などのハランベー事業計画は父母会で審議され

た。急増する小学校在籍者に見合う教員定数の増加により政府財政 は窮迫 し,僻 地の

教育施設増設認可は予算面で強く制約された。認可取付けには地元選出の国会議員な

ど政治家の強力な支援が欠かせず,ハ ランベー事業は中央から地方 レベルを貫 く各種

選挙および候補者競合と密接に関連づけられた。
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2) 住民協業の軌跡

 地 域 社会の住民互助協力は生活諸面で実践 され,生 業,冠 婚葬祭,ス ポーツ,紛 争

処理 など多岐にわた った。 農村開発促進に限れば,ハ ラ ンベー事業 と協同組合活動が

主役 を占めた。 ハ ランベーはケニア独立後の国家政策 と して展開され,多 大の成果 を

あげた。1例 と して1965年 以 降の6年 間に,ハ ランベー事業 は労働力,教 育,保 健衛

生の各分野で総額3億 シ リング以上の寄与を もた らした。 通算す るとこれ らの分野の

国家財政支 出の11.4%を 占める金額であ った。 単年度毎の寄与額 も1965年 の240万 シ

リングが,1971年 の およそ600万 シ リングに増加 した。 この期聞 中のハ ランベー事業に

よる寄与額 は約53%が 教 育投 資の面で,地 元の小学校のほか技芸専門学校(polytech-・

nic)や 初 等 中学校の大 半 まで もハ ランベーに よる設 置と維 持 に頼 る結 果を招 いた・

政府のハ ランベー事業 助成 は,外 国政府の援 助も含 め,1967年 に は寄与 の総額550万

シ リングの うち約6%の33万 シ リングどま りであ った。 しか し1970年 以 降 は政府助成

も本格化 して,農 村開発特別5ケ 年 計画(SRDP)実 施 に伴い,5ケ 年 間で総額2,800

万 シ リングが計 上された。

 この計画は1966年 の ケ リチ ョ(Kericho)会 議 で提案 された。中央 および地方政府 と

対象地域住民の三者提携の うえに,地 元資源を活用 して生産,雇 傭,収 入の増大 と生

活水準向上を図 る計画であ った。SRDPは 全 国6ケ 所 を選んで実施された。計画 の主

旨は地域住民の活力を覚醒 させ,自 主自律 的な開発運動 を促す点にあ ったが,現 実に

は十 分な成果が挙が らなかった。 実行阻害要 因として,計 画立案が地元住 民を疎外 し

政府主導 に偏 ったこと,現 地の人的,物 的資源の潜在力(可 能性)の 正当な評価が欠

けた こと,そ れに伴 い実行手段の不備不足 を克服で きず,ま た中央 と地方の政府部署

間の指揮,連 絡 が円滑でなか った ことが指摘 された。SRDPの 挫 折に よ り,地 元住民

の 自主参加 と主導的立案,実 行の必要性が,ハ ランベー事業推進の鍵 として再確認 さ

れた[CHAMBERs 1973:20-23;MBITHI I982:140-144]。

 SRDP実 施 に関 して,自 主的,積 極 的なハ ランベー事業への参加意欲 を高 める契機

の探究が,全 国規模で調査 された1)。 その結果,提 案 された事業 についての認識,参

加を促す個人 的動機,事 業進展でえ られる利得への期待,さ らに事業 遂行 の態度の重

要性が見直 された。 まず何 よりも自助努力 と自発的協力の意義と必須性の 自覚 が欠か

せ ない。 次に教育や保健医療な どの地元の切迫 した欲求が,事 業 計画 に反映 されるべ

 1)MbithiとRasmussonは,ケ ニア全国の大字(sublocation)の うち65ケ 所を選定して,1967

 年以降1973年 の調査施行時までに計画された311件 の ハランベー事業を組織的に比較検討 した

 [MBITHI and RAsMussoN 1977:9-10,34-35]。
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きできである。 さらに事業が完遂され,期 待が満たされるとの確信を得させねばなら

ない。これらの理解,動 機づけ,期 待感を統合して住民を結束 させ,効 率よく事業計

画を推進させるリーダーの出現が望ましい。以上の諸要件が充足されれば,ハ ランベ

ー事業は当面の目標を達成するのみでなく,波 及効果を拡大させる。住民生活の多種

多様な困難や障壁への自主的挑戦を創出し,ま た地域経済の活性化を果たす。すなわ

ち拠出金や募金あるいは政府助成金は労賃,工 具資材購入費に支弁され,地 元消費と

需要に刺激を及ぼす。さらに企画と実行面で不可欠な地元と中央,地方政府間の連携の

積み重なりが,三 者の緊密な繋がりを育む[M81THI&RAsMussoN l977:98-101,

143-145,164-165]。

 ほかにも労働力と盗金調達の面で互助協力を要請する集団として,協 同組合がある。

これには政府主導のもとに組織化される恒常的機関と,地 域住民の自主自律的編成お

よび運営に委ね られた作業集団(action group)の2種 がある。 政府主導の協同組合

はケニアで1931年 に協同組合法が施行され,ケ ニア農民組合(Kenya Farr【1ers Asso-

ciation)と して発足 した。独立後も第一次(1966-1970),第 二次(1970-1974)開 発計

画それぞれで,協 同組合振興省の指導強化と,組 合組織化と事業推進とを政府の主要

目標 として掲げた。1964年 以降は全国農民協同組合連合会(NFC)が 発足 し,ま た協

同組合銀行が1965年 に営業を開始 して,組 織の拡大と融資の便宜を計った。 これに伴

い組合員数が増加 した。1例 として農作物出荷組合の加入者は1967年 に17万7,000人 で

あったのが,1978年 には97万7,000人 に急伸 した[BAGER l980:25;MAINI l972:

54-62,72-73;MIGoT-ADHoLLA 1970:22-25;大 森 1986a:42;OuMA-OYuGI

1973:43-47]。

 しかしここでいう農作物とはコーヒー,木 綿,除 虫菊などケニアの主要輸出作物に

限 られた。他に酪農振興をめざす協同組合にも加入者数が多 く見 られたが,国 民多数

の主食である白とうもろこしなどは取扱いの対象外に置かれた。主要な穀物は民間の

流通経路に乗 らず,統 制物資として生産者から直接政府に売渡 しを義務づけられた。

ただし豆や薯類は他の農作物ともども女性の手で販路に乗せ られ,露 天市場などで売

買された。まだ少数ではあったが,農 村女性有志による共同出資と農産物集荷および

出荷,あ るいは店舗共同経営など協同事業の試みも出現した。前述の作業集団的な協

同組合の活動に近い自主的,自 律的協業といえる。 ケニア各地では類似の,小 規模な

婦人グループが数多 く活動した。政府は女性の啓蒙と福利,地 位向上の増進に役立つ

として,こ れらの組織化と活動促進を奨励 した。 その一環として社会福祉省の管轄下

に置かれた総合機関が,婦 人団体全国組織(MYWO)で ある[DAvIsoN I985:273
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一2751MEGHJI 6'α♂・1985:4レ61;OGuTu l985:74-89]。

MYWO(Mandeleo ya Wanawake)の 創 立は1952年 に遡 るが,1961年 に アフ リカ

人女性が初 めて会長に就任 して以来,急 成長 してケニア最大の婦人団体にな った。社

会福祉省婦人局(Women's Bureau)に1982年 度登録済の婦人団体数 は1万4,000強 で

あ ったが,そ の半数近 い6,500余 りがMYWOの 所 属団体であった。 この数 はさらに

増加 して1985年 に は8,000以 上 の団体を傘下 に収 め,会 員数30万 人 に達 した。MYWO

の末 端組織は字(あ ざ)を 単位に し,大 字,郡,県,州 と順次上位 レベルの組織 に組

み込 まれ,最 終 的に首都 ナイロビに本拠を置 くMYWOに 統括 された。 しか し個別

の末端 グループは自主 自律性を保 ち,活 動面で上部組織の拘束 や干渉を受けなか った。

活動範囲 も会員在住の局限 された地域 内部に留 まった。 しか しMYWOが 掲 げる共

通 目標 としての婦人 と児童の地位 ・境遇の改善,具 体的には健康,自 然環境,収 入,

家 庭経営,給 水施設な ど諸 面の改善,に はすべての下部団体 も賛同 し,実 現 に勢 める

よ う期待された[MAzINGIRA INsTITuTE l985:12-15;RIRIA-OuKo 1985:188-

191]。

 自発的協力 と献身的奉仕がハ ランベ「 協同組合,婦 人 グル ープの事業を成功 に導

く基礎にな る。 参加者の動機づ けが重要な役割を果たすが,こ れ らの事 業 目標 は例外

な く西欧化,都 市化に傾いた価値に根 ざ し,地 元住民の伝統 的価値 とは矛盾 する。 ま

た事業 を率いる リーダ ーは政府関係者 や教員など,伝 統的権威保持者 とは異な り,革

新 的な規範 と権威の体現者 であ る。 さ らに達成 を目指す事業 は,住 民の福利 増進のた

めとはいえ,究 極的には地域 社会の孤立性,閉 鎖性を崩 し,中 核都市に連結す る広範

な政治,経 済,文 化 ネ ットワー クへ統合す る効果 をもた らす。生存経済か ら商 品経済

への移行,医 療 ネ ッ トワークの一環 と して診療所 ,助 産 ・保育施設の開設,学 校 シス

テムの末端 に位置す る小学校新増設はすべてその例であ る。急激 な変革に対処す る住

民の心身の葛藤 と緊張を顧みる必要が大 きい。 変化への反発 と協力拒否,あ るいは怠

慢 を和 らげ防止す るには,現 実の切迫 した困窮事態や問題除去の不可避性を自 ら認識

させ る以外にはない。 さらに 自発的,積 極的協力 は,改 善 される事態への願望 と期待

によ って,ま た事業遂行 中の個人 の才覚や技能の発揮 と賞讃 か らも得 られ る。 これ ら

の要件 は協業単位が小 さ く,近 隣居住者 を構成員に し,各 自が平等 な意見表明と適材適

所の役割分担を許 され る場合に満たされ易い[APTHoRPE l970:209-212;HEYER

6'αム1978:7-17,33-43;MBITHI l 973:90-95;OuMA-OYuGI 1973:59,62-

71;WIDsTRAND l970:237-242]2)。
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2.ブ タ リ農民 の生業 と技術

1) 環境と住民

 調 査 地ブタ リはヴ ィク トリア湖の東北にあた り北緯0。55',東 経34。50'に 位 置 し

た。東方にナ ンデ ィ(Nandi)断 層 崖が間近に連 らな り,北 方遠 くエルゴ ン(Elgon)山

4,322mが 望 まれた。 付近 は海抜1,600mの 台 地で,南 か ら北へ流れる2本 の川の

中間がブタ リであ った。 緩 やか な起状が続 く幅4km,長 さ6kmほ ど の丘陵地帯 で

あ った。土壌 は斑岩 ようの花商岩(porphyritic granite)が 風 化 した粘土で,エ ルゴ ン

山の噴火飛来 物質 も混入 した。土壌 は地表か ら1mの 厚 みに留ま り,以 下 は強固な岩

盤 が占めた。 表土 は降雨で泥渾化 し,乾 くと硬 く凝 固 した。 赤褐色の紅土(1aterite)

層 も散 見され たが,大 部 分は白茶 けて,降 雨時に黒褐色に変 わる土壌であ った。 酸性

度が高 くpH4-5を 示 した[WERE l967:31]。

 年 間の平均気温は最低で14-16℃,最 高で26-30℃ を推移 した。1年 間を通 じて

気温は2～4月 と10月,11月 に高 く,6～8月 に低落 した。年 較差は小 さいが,日 較

差は大 き く低冷な季節の夜間降雨時には,地 元住 民 も屋 内の薪炭採 暖を習 いに した。

降雨 は4～9月 に頻繁かつ多量で,10～3月 に乏 しかった。 とりわけ4月,5月 と8

月,9月 に 降雨が集 中 し,多 雨の時期 には突風 雷,霞 も伴 った。 雨量 は潤沢で年間

1,800mmと 計 量され た[UPRDS l986:13,15;WAGNER l949:4]。 周辺一帯

はか って往 古以来の大森林 に被覆されたが,二 十世紀に入 って開拓 が進み,現 今で は

小区域の保護林を残すのみにな った。 丘陵上の平坦地 と緩斜面 に数百 メー トルを隔て

て家屋群が散見 された。数 工一カーの宅地に住居 と付属 建物を数棟集 め,ユ ーカ リや

糸杉で囲い込んだ。 ほかに所有畑の境界を縁取 る雑木群 が茂 る以外 は,広 大 な畑が一

面に拡 がった(写 真1)。

 住 民は ほとん どがル イヤ(五uyia)語 使 用の カブラス(Kabras, Kabrasi)族 で あ った。

カブラス とは東方 に隣…接 した ナンデ ィ(Nandi)族 が 与えた 他称で,ニ ャラ(Nyala)

を 自称に用いた。 少な くとも一部 は,今 もウガ ンダ国境に接 して居住 するニャラ族 か

らの分岐で十九世紀末に来往 した[OsoGo I966:49,93;WERE l967171]。 ブタ

リ付近 はかつて無住で,象 や河馬,鹿 が多数棲息 した。 カブ ラス族住民 はナンデ ィ族

の夜襲に苦 しみ,ブ タ リの西方高地に 空堀 と囲壁 の 防塞集落を 築 いて30戸 ほどが集

2)以 上の立論を踏まえ,ブ タリで観察聴取 したハランベーと婦人グループの活動を紹介したい。

これらの協業が住民の生業,技 術,環 境諸条件と深くかかわって,地 元の人的物的資源の可能

性と制約に縛られながら進展 し,挫 折に到った経緯を提示し,検 討を加えたい。
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写真1ブ タ リ の 住 居

中居住 した。 しか し1895年 に植 民地政府 の保護協定 をカブラス族が受諾 し,ナ ンディ

族 の攻撃 は制圧 された。 それに伴 って カブ ラス族の ブタ リへの移住が進行 した。 ブタ

リには今 もナ ンデ ィ語の地名が多 いが,ナ ンデ ィ族 はツェツェ蝿 を嫌 って断層崖以西

には再 び戻 らず,カ ブラス族 の占住す る ま ま に 任 せ た[MATsoN l972: 5,6,18;

MuNGEAM 1978:121-123]。

 カブ ラス族の人 口は1918年 の 国政調査で9,252人 で あったが,し だいに増加 して1932

年 セ ンサス時 には1万829人 を 数えた。 当時のルイヤ語群の人 口の それぞれ5.1%と5.

5%を 占 めた。 ルイヤ語群の人 口は1979年 セ ンサスで211万9,700人 に達 したので,仮 に

上の比率にな らって5%の 数値を採れば,カ ブラス族 も人 口10万 人 を越えた とみ られ

る。人 口増は人 口流動化を伴 い,カ ブ ラス族 と他のルイヤ語群 出身者 との通婚 も一般

化 した。 と くに北方で隣…接す るブクス(Bukusu)族,タ チ ョニ(Tachoni)族 との通婚

がブタ リでは多 く見 られた。 とはいえカブ ラス族の独 自性は堅持 された。男系出 自に

よる氏族帰属,男 性の割礼を伴 う成人式,氏 族外婚及び夫方居住規制の厳守であ る。

カブラス語の特徴 も継承 された。 ただ し住 民はキ リス ト教諸派 またはイスラム教の信

徒 にな り,伝 統宗教 は影を潜めた3)。

 ケ ニア政府 は全国を8州(province),40県(district)に 分 け,各 県 は数箇 の郡(di-

ViSiOn),行 政 村(IOCatiOn),大 字(SUblOCatiOn)に 順 次再区分された。大字 が国家行

3)ル イヤ人(Baluyia)と いう呼称は1920年 代以降に政治的権利を主張する手段として援用され

た。 しかしルイヤ語群17種 族の総称としてこの語が定着 したのは早くとも1940年代 に入っての

ことである[MAKILA 1978:27-30]。
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政の最小単位で,そ の長には地元出身者が大統領府直属の官吏として任命された。大

字の長の職責は,管 轄区域内の広範な治安と安全衛生の保守,犯 罪取締まりと紛争処

理,人 口動態(出 生,死 亡)把 握,身 分証明(成 人必携)発 行が主である。融資担保

として住民資産評価も行なうが,課 税対象になる資産調査や徴税は職務外 とされた

[GERTzEL 6彦αZ.1969:370-374]。 ケニア政府は強力な中央集権統治を敷き,少 な

くともカカメガ県内では地方自治や部族自律性の容認はなかった。行政区画は住民人

口移動に応 じて改変され,人 為的設定に依った。 しかし字(village)は 道路や小川な

ど自然物を境界にする伝統的な地域区分であった。字には無給名誉職の長老(liguru)

を住民互選で決め,大 字の長を補佐させた。長老は必ずしも高齢の男性ではなく,む

しろ紛争栽定などの巧みな中年者が選ばれた。 どの字も形状,面 積は多種多様だが,

行政の便宜か ら数箇の字を統合 して単一の大字に含めた。

 カカメガ(Kakamega)県 カブラス郡は南北2村 から成 り,北 カブラス行政村の大

字7箇 の うちにブタ リがあった。 ブタリ(Butali)は 本来タ リ氏族の土地を意味 した

が,大 字ブタリはタリ氏族の居住地の一部を包摂するだけの行政区画設定にすぎなか

った。本稿でいうブタ リは伝統的な語義に従い,ブ タ リ交易センターを中心にした大

字ブタ リと大字マツァハ(Matsakha)の 各一部を対象に含～bる。この地域には二十世

紀初頭に勢力伸長 したワンガ(Wanga,ル イヤ語群)族 が首長を派遣 して統治した。

しかし1929年 に初代カプラス族出身首長が任命され,タ リ氏族出身であったたあブタ

リに政庁を開いた。 毎週首長が会議(baraza)を 召集 し,農 民の市が立 った。 その場

所が西部地方の中核都市カカメガとウガンダ国境への鉄道拠点ブンゴマ(Bungoma)

を結ぶ幹線道路に位置 したため,以 後も交易センターとして賑わった4)。

2) 生業 と技術

 自然界は生活者 としての人間に多種多様な制約を課す。人間はこれに能動的に働き

かけて不利,不 都合な部分を変革 し生活諸条件の改善を図る。制約の一部除去あるい

は緩和によって,有 利な生活環境を構築する。 こうした変革作業は自然界の事物,現

象のみでなく,対 人関係の調整および神霊など超自然的存在の操作も含める。外界に

4)ブ タ リの人口統計的数値はえられなかった。ブタリと共に北カブラス行政村を構成する大字

キヴァイワ(Kivaywa)で1984年 実施された調 査報告がある。 キヴァイワはブタリの北およそ

10㎞ に位置し,住 民は農耕を主とした。大字キヴァイワは12の 字合計1,141世 帯を包含 した。

世帯数100以 上の字が4箇 で最大160世 帯,最 小59世 帯であった。人口は男3,058人(4&7%),

女3,224人(51.3%)合 計6,282人,1世 帯 当り平均構成員数は5.5人 であった。 なお,世 帯主

1,141人 の出身種族は15人 を除きすべてルイヤ語群(98.7%)で あるが,う ちカブラス族拙身

者の比率は明示されなかった[UPRDS l 986:XI,5,11,13]。
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加 えて 自己の 内面に も及ぶ働 きか けの諸方式が,文 化 と呼ばれ るものの主要部分を占

ある。各方式 は複雑に交錯 しあ い,特 定部 分だけ抽出 して扱 うのは難 しい。 しか し本

稿 では取扱 いの便宜か ら,自 然界への直接的な作為の方式,す なわ ち生活技術 に焦 点

を定 めたい。 具体 的には衣,食,住 の在 り方 だが,さ らに視角を狭 めて食糧確保に関

わる自然環境利用方式を見て いきた い。

 カ ブラス族 は以前多数の牛を保有 した。1924年 の 統計で もカブラス族居住地を含 め

た現在の西部州 北半分で,23万6,000頭 の 牛飼養 が記録 された。 当時 この地域の人 口

10万8,000人 の2倍 を越 える頭数であ った[WAGNER 1956:39]。 ナ ンデ ィ族による

カブ ラス族集落への再三の夜襲 も,牛 の略奪が主な目的であ った。 しか し1931年 に牛

疫が蔓延 し保有頭数は激減 した。 婚資の牛 は現在 も12頭 が規定だが,一 括 引渡 しは難

しく,婚 礼時2頭,残 余 は分割に よる完済 が一般化 した。 牛 は男性成人式 の屠殺や農

耕の役畜 として欠かせぬ存在であ り,不 時の換金用資産 と して も重要であ る。牡牛1

頭 は700～1,000シ リングで取 引 きされた。 ブタ リ近在には30頭 近 くを保有す る農家 も

あ ったが,牧 牛 あるいは搾乳 を主 な生計手段にする例はなか った。 欧米種の乳牛 は1

頭4,000シ リ ングと高価で,ダ ニの寄生 に耐性が乏 しく,常 時薬浴な ど飼養の手間が

煩雑であ った。さ らに飼料のネ ピア(napier)草 は乳牛1頭 当 り1エ ーカーの作付 けが

必要で,耕 地 と労働力 に余裕あ る場合にの み飼養できた。在来 種との混血牛を飼 う試

み も見 られたが,搾 乳を生業化す るのはまだ将来の課題であ った5)。

 ブ タ リ住民 は教育や商店経営者 も含 めて,す べて農業 に携わ った。 白 とうもろこし

を主にする雑穀 と豆類,芋,疏 菜を作付けた。 また耕地が多 ければ砂糖 きびを栽培 し

た。白 とうもろこ しは主要 な換金手段で もあ った。 ブタ リか ら組織的に 白とうもろこ

しを出荷する機 関は後述の婦人 グル ープ以外にはなか ったが,都 市か ら来訪する仲買

人に各農家毎 に少量ずつ売却 した。 疏菜 は交易 セ ンターの露天市へ持参 して換金で き

た。農耕方式 はほぼ伝統的な知識 と技術を踏襲 したが,改 良品種 や化学肥料,薬 剤の

使用 も普及 した。 ただ し大 筋は牛 による摯耕 と周期 的降雨に頼 る農法で あった。耕作

機械 は用いず,農 作業の労働者雇 傭例 も少 なか った。 小規模 な 自足 的農耕を伝統的技

術 と用具で営 む 日常であ った6)。

 農 耕暦 は年 間降雨量の推移 に相応 した。 白とうもろこ しに は4ケ 月熟成 の早生種と,

6ケ 月所要の晩生種があった。 湿地では両方 を併せて年間二期作 もで きたが,多 くは

 5)キ ヴ ァイワの168世 帯対象の聴取 りでは,牛 の保有頭数零が34・5%,3種 以下20・8%,4頭

 以上39.9%で あ った[UPRDS 1986:53]。

 6)耕 地所有状況は,キ ヴァイワの168世 帯を例とすると皆無が3.6%,3エ ーカー以下が41・1%, 
4エ ーカーが40.5%,8-12エ ーカーが7.7%,13エ ーカー以上が7.1%で あ った。これらを平

 均すれば1世 帯当り4.7エーカーの耕地保有面積になる[UPRDS 1986:41-42]。

12



大森  カブラス族農村の生業 ・技術 ・協同活動

3.月か4月 に播種して6ケ 月後に収穫 した。 いんげん豆はとうもろこしとの混成で3

月から7月 にかけて栽培 した。落花生はいんげん豆と同時期に,年 間二期作できた。

甘藷は9月 に茎を差 し,翌 年1月 以降収穫を続けて白とうもろこしといんげん豆の端

境期を補 った。砂糖きびは,特 定の植付け時期はなかったが,刈 入れに雨季を避 ける

配慮が求められた。道路状況悪化により製糖工場への搬送が不可能なためである。地

味保全を図る輪作も行なわれた。 白とうもろこしを3年 間続けて作付けた後,砂 糖き

びを2～3期,つ まり3年 半ないし5年 間栽培した。それから落花生,い んげん豆の

順に植付けて,再 び白とうもろこしに戻った。耕地に余裕があれば,砂 糖きびの2期

連作の後で2年 間休閑させると良かった。ただし作付けと休耕の期間は施肥の多少,

肥料の質により長短が異なった7)。

 カブラス族の伝統的な主食はもろこし(sorghum),粟(丘nger mi11et),調 理用バナ

ナ(plantain),甘 藷であった。 しかし最初に黄とうもろこし,続 いて1920年 頃白とう

もろこしが伝来 して,1928年 以降には後者が主食に定着 した。穀粒を粉末化し,加 水

加熱 して団子状にしたウガリ(ugali)を 賞味 した。 いんげん豆を水煮したマラグウェ

(maragwe)は 煎った落花生,ゆ でた甘藷と等 しく昼食に供された。 調理には住居と

別棟の炊事家屋を用いた。石塊3箇 を据えた炉に円筒アル ミ鍋を載せ,雑 木を燃料に

調理 した。炊事は女性に限らず成人男性 も炊事小屋で個人用の食事を支度した。ウガ

リの副食には キャベッの1種(sukuma wiki)ほ か野菜の煮びたしを,ご く稀には山

羊,牛,鶏 の肉入りスープを供 した。 調味料は塩,食 用固形油脂,少 量のカレー粉

を用いた。砂糖はもっぱらミルク紅茶用であった。鶏卵,ナ イルパーチの干し魚 も市

販されたが,食 卓にひんぱんには載らなか った。 とうもろこしが原料の地酒 ブサー

(busaa),こ れに黒砂糖を添加し蒸留させたチャンガー(changaa)は,政 府の禁令に

もかかわらず,根 強い需要が見られた[OGuTu I 985:78-81]。

 とうもろこし畑は播種の前に,去 勢牛4～6頭 の曳 く黎で2度 すき起こした。前回

収穫済の作物の茎や枝葉,放 った家畜の排泄物を土壌に混入させた。播種は雨季接近

の3月 末から4月 に行なった。畑に長く紐を張 り,手 鍬で小孔を直線上に掘り揃えた。

それぞれの小孔に,前 夜から水浸させた穀粒に乾燥牛糞少量を添えて落とし,手 鍬で

塞いだ。黎耕 と播種は男仕事で,小 孔の埋め戻 しと除草は女性の担当であった◎種子

は最短で2週 間乾燥に耐え,降 雨を待って発芽 した。播種の直後に混合肥料を施 した。

7)大 字キヴァイワの全世帯(100%)対 象 の栽培作物調査で は,と うもろこし(93%),豆 類

(91%),野 菜(40%),芋 類(36%),バ ナナ(30%),粟 とキャッサバ(各20%),パ イナップ

ル(13%),落 花生(11%)の 順であった。 ブタ リ近在ではパイナップル栽培はまだ少な く,

落花生栽培が普及して見 られた[UPRDS 1986:57]。

13



国立民族学博物館研究報告別冊 12号

写真2貯 蔵 庫

すなわちデンマーク製品のSuperf()sを

規定量の1エ ーカー当り100kg入 れた。

この際アンモニァを併用すると効果が増

した。除草は播種後2ケ 月以内に2度 実

施した。主として女性が手鍬で作業 した。

播種から3ケ 月経過時に追肥した。アン

モニァを1エ ーカー当り100kg施 した。

しかし休閑期間が長 く,牛 などを放った

畑では施肥量を節減できた。むしろ過剰

施肥による茎の長伸と,強 風での倒状を

警戒すべきであった8)。

 白とうもろこしは房が成熟 した後も立

枯れ状態で畑に放置し,房 だけを摘取し

た。房は天日乾燥させ,草 葺で編枝壁の

小舎に収納し保存した(写 真2)。 防虫

用に化学薬剤Malatonが 使用された。

白とうもろこしは調理または売却時に房

を袋詰 めし,棒 で打 って脱粒 させ た。 大量売却の際は穀粒90kg詰 の ビニール袋に収

めた。収穫量は施肥の有無,量 で相違 した。 ブタ リ付近で上述の施肥を実行すれば・

1エ ーカー当 り18～24袋 分 の収穫が望 めた。 他方,施 肥皆無の場合は1エ ーカーで9

～12袋 が 収量であ った。 カカメガ県全体で は,1986年 度 の 白とうもろこ し作 付けが約

10万 ヘクタール(24万7,000エ ー カー)で,収 穫見込 みは170万 袋 であ った。1エ ーカ

ー平均7袋 未満の数値であ る。 ブタ リ近辺 との収量差は降雨量 と土壌肥沃度の貧 富に

求め られよう。 ブタ リの個別家族毎の作付面積 は未聴収 だが,20エ ー カー以上の耕地

所有農家で も,白 とうもろこ し作付 け面積 は4～8エ ーカーどまりで,他 に砂糖 きび

を2～3エ ーカー栽培す る程度であ った[大 森 1986b:6-9,20]。

 カカメガ県産の 白とうもろ こしは総生産量の4割 弱が政府に売渡 された。 残 りは自

家消費用に留保 されたが,そ の うち相 当量が非合法に売却され た。 とうもろこし,粟

など主要穀 物は統制対象 とされ,政 府機関への売渡 し義務化 と,生 産地外部 への搬送

8)種 子と肥料はカカメガ市所在のケニア穀物栽培者協同組合(KGGCS)支 部で購入 した。これ

は組合員31万 人を擁 した全国規模の組織で政府の穀物 ・生産局の委託を受けて白とうもろこし

買付けを行なった。また主要都市所在の各支部を拠点として,輸 入肥料,農 薬,耕 作機具を手

広く販売 した(Dai}y Nation 1985年6月8日)。
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禁止が定め られた。 政府は白 とうもろこ し穀 粒90kg詰1袋 を175シ リングで 買上げ

た。 しか し現実 には私的な取 引が普遍化 して,仲 買人が個別農家を訪 ね,少 量ずつ買

い集 めた。農民 は政府買付け機関所在地までの搬送困難 と,代 金支払遅延 を好 まず,

非 合法なが ら私的取 引に応 じた。 仲買人 の買付 け価格は,需 給 に従 い,収 穫期の11月

末 には1袋165シ リング,ま た収穫直前 には240シ リングと変動 した。 仲買人の出荷先

は東方の リフ トバ レー(RifヒValley)お よび南方の キスム(Kisumu)で あ った。

3) 生計維持の問題点

 ブタリ住民の生活は白とうもろこしを軸に した農耕で基本的に方向づけられた。東

アフリカの数年来の旱越は多少の収量減を導いたものの,深 刻な生活難を生 じさせな

かった。往古から繁茂 した大森林の有機質の土壌内残留と潤沢な降雨量が,こ れまで

のところ住民の食糧供給を保証 してきた。生活の安定化は欲求の多様化を育み,生 活

基礎施設の整備,教 育と就労の機会拡大,個 人的才覚発揮への願望を強める。新聞 ・

ラジオが媒介するマスコミ情報,都 市への出稼ぎあるいは一時訪問,学 校教育がこの

ような願望を増幅する。しかしその実現は容易ではない。新たな知識 技能,学 歴,

資格をえて,機 会取得に努めねばならない。資金面で余裕のない僻地住民は個別の努

力に依らず,互 助協力に解決の途を見出すほかない。ハランベー事業と婦入グループ

の活動は,住 民の欲求多様化に取組む積極的な対応策といえよう。

 農民の生活向上に有用な施設の充足度を,組 織的に検討 した事例がある9)。 大別す

れば医療 ・保健衛生,学 校,生 業(農 牧漁業)指 導助成,通 信運輸,販 売および消費

の便宜供与である。指摘された諸施設58種 類のうち主要なものの存否を大字ブタ リに

ついて照合 した。銀行出張所,郵 便 ・電話取次所,映 画館,生 産物加工工場,協 同組

合事務所はブタ リでは欠落 した。 しかし他の諸施設はほぼ完備した状況が見 られた。

ブタ リの既存施設には再臨派(Seventh Day Adventist)教 会付属の学校 と診療所,

私営診療所兼薬局,調 理用給水ポンプ,公 立小中学校,フ レンド派教会,家 畜薬浴

場,化 学肥料 ・薬剤販売所,路 線バス ・乗合乗用車運行,自 転車とラジオの各修理

店,製 粉所,新 聞委託販売所,食 品雑貨店,肉 屋,パ ン屋,茶 店,酒 店があった。

これら常設施設に加えて,毎 週2日 開催の露天市で衣料,金 具寝具,家 畜の売買が

あった。 欠如 した施設の うち郵便 ・電話取次所 は南方4kmの 郡庁所在地マラヴァ

9)政 府の要請を受けてナイロビ大学開発研究所(Institute fbr Development Studies)が,1968
 年に施行した。ケニア各地の37行政村を対象に農村開発の指標と見なした諸施設の有無を58項
 目にわたって調査した[HE四R 8`αム 1978:V-Vi,411。 調査は行政村を単位に施行され,単
 一の大字との比較は不当とも見えるが,す でに17年経過後でもあり,そ の間の全般的な生活水
 準向上を考えてあえて検討の枠組に加えた。
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(Malava)で 利用できた。

 ブタ リでは以上の現況から,生 活基礎施設が一応の水準まで整備されたと見てよい。

しか し教育と就労の機会供与は,望 ましい目標にはまだとうてい到達 しなかった。と

くに既設の小学校は大字ブタ リの南寄り区域にあって,西 および北方区域居住の幼小

児童の通学には不便と危険が伴った。全国的に見ればケニアの児童就学率は高 く,

1985年 には1万2,500の 小学校に450万人が在籍 した。同齢者集団として5歳 以上14歳

以下の男女を採ると456万人(1979年 センサス)で,そ のうち393万人の小学校在籍者

は全体の86%を 占めた。 しか し1980年度では,1年 次生90万6,000人 に対し,最高学年

の7年 次生は35万1,000人 で,高 学年進級以前に中途退学者が多数出た。 同年度の初

等 中学校1年 次在学数は11万2,000人 あるところから,小 学校卒業者の約3割 が進学

を果すことになる(Kenya Uhuru Factbook l985-1986:4,109)。 この数値から見

れば,同 齢者集団の4人 に1人 が小学校を卒業 し,12人 に1人 が初等中学校へ進学し

た。小学校卒業者の就職状況は厳しい。1985年 では小学校卒業者約40万 人に対 し,就

職可能な人数は6万5,000人,全 体の15%に すぎなかった(Daily Nation紙,1985年

5月23日)カ カメガ市近在では,初 等中学校修了者 も就職決定まで数年間待機するの

が通例であった。

 ケニアの人口急増は深刻な経済困難を招来させた。総人口は1964年 に900万 であっ

たが,1973年 に1,250万,1983年 に1,878万 と上昇 した。人口増加率は2.1%に 達 した。

カカメガ県ではすでに1979年 に人口密度がlkm2当 り295人になり,人 口増加率も全

国平均を越える2.79%を 示 した。 ブタリ近辺でも将来の耕地不足が予測され,子 女の

就職条件有利化のため学歴,資 格獲得が必要と感 じられてきた。 しか し政府は青少年

人口膨張に伴う教育関係支出増大に苦 しみ,親 の直接経費負担の比重を増すほかなく

なった。すでに1968年 でさえも,カ カメガ県を含む14県で,年 間予算額の60%以 上が

小学校教育経費で占められた[HEYERθ 彦α」.1978:29;UPRDS l986:9]。 小学校

の授業料は段階的に免除枠が拡大されたが,そ の結果進学者増加に伴う教員人件費の

負担加重を生み,教 育施設拡充面での父母の自助努力要請がさらに強まった。他方父

母側も,施 設拡充に伴う寄付金,教 材費,制 服購入費などの出費に応 じるほかなく,

さらに子女の初等中学校進学の場合には,年 間授業料2,000シ リング以上に加え給食

費または寮費を合わせて支払う必要が生 じた。 これらの教育費支出に見合う所得は,

耕地や牛多数保有の資産家,公 務教職従事者,手 工業または交易に携わる者以外には

得がたい状況であった。

 カブラス族独自の壺製作はすでに廃れ,最 近は炊事用,水 ・穀物貯蔵用容器もマラ
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ゴ リ(Malagori)族 製 品の購 入使用が広ま った。 ブタ リには特産工芸品や装飾品の製

作 もなか った。 わずかに地元職人 が机,椅 子 など簡易 家具什器,あ るいは家屋新改築

時の入 口や窓の枠 および扉 の取付 けを委託 され製作す るだけであ った。 家具木工職人

は全国320余 校 の技芸専門学校(polytechnic)で2年 間履修 し,専 業職人の もとで徒弟

修業の後,技 能検定試験に合格す ると専業化 で きた。 その期間中に必要 な工具を購 入

し顧客を獲得 した。 ブタ リ在住のチルイ(Ghiluyi,男1961年 生)は,近 郊の技芸専 門

学校修了 までに授業料2,000シ リングを納付 し,工 具一式購入に3,500シ リングを支 払

った。 すでに技能検定 にも合格 したが,家 具木工所開設 資金が蓄え られず,父 親の農

耕 を手伝 うかたわ ら,家 具什器製作 を続けた。近 隣の顧客数 も次第に増加 したが,市

販 の工場製品 との競 合で販売価格が抑制 され,収 益は僅少 に留 まった[大 森 1986b:

10-12]。

 交易従事 の もっとも簡便 な方策 は,ブ タ リ交易 センターの定期露天市での販売で あ

った。毎週月曜 と火曜に市 が立 った。交易 セ ンターは県地方協 議会(Municipal Coun-

ci1)が 管 轄 し,露 天市での販売者か ら日額5-10シ リングの許可料を徴収 した。家畜,

衣 料,青 果,乾 魚,塩,灯 油,日 用雑貨が取引 きされた。家畜 と青果は地元住民,他 は

主 と して専業商人が販売に当 った。 住民個人の 出荷量 も収益 も僅 かで あったが,専 業

商入の取扱い量 と利益 は大 きか った。 ブタ リ在住で農耕のかたわ ら,干 し魚の仲 介販

売 に携わ る専業 商人が いた。ケヤ(Keya,男1943年 生)は バスと乗合乗 用車利用で毎週

2回 南方160kmの ヴ ィク トリア湖畔 まで仕入れ に通 った。ナイルパ ーチ(Ombuta)

の 乾魚 の代金 と交通費 ともで毎回2,300シ リ ングを用意 した。 粗利益 は仕入値2,000シ

リングの25-30%あ って,諸 経費控 除後の月収 は平均2,000シ リングで あった。 大学

卒業者初任給あ るいは小学校教員俸給 に近い所得であ った。

 ブ タ リ交易 センターの常設商店経営者 はさらに有利な収 益を挙げた。 チテ ィアヴ ィ

(Chitiavi,男1944年 生)は 約40 m2の 店 内に食品雑貨70品 目以上を揃えて営業 した。

全品買取 り制のため仕入資金 は9,500シ リング必要であ った。1985年9月 と10月 の月

間売上高 は,1ケ 月平均で1万2,280シ リングに達 し10)純 益 は1ケ 月 平均3,220シ リン

グで あった。個人営業者 は,政 府の 自営(selFemployment)奨 励策 もあって,ラ イセ

ンス発行手数料以外 に所得への課税 はなか った。 好条件の就職には多額の教育投 資が

必要 だが,専 業職人,商 人の自立 自営に も相 当な資金準備 が不可欠 である。 自営業者

への公的機関の融資もあ るが,年 利14%以 上 の高利率で,営 業不振時には返済不能に

10)経 営者(男 性,1944年 生)は ナイロビ市内の米国企業で10年 間経理事務を執り,帰 村後大字

 の長を6年 間勤めた。商店経営は1985年9.月 に始めたが,収 支明細を克明に記帳しており,こ

 れ らの数値が提示された。

17



国立民族学博物館研究報告別冊 12号

陥る危険性が大きい,一 方では農具肥料,衣 料など購入費と教育費の支出にせまられ,

他方では現金取得の方策すなわち換金作物,賃 金雇傭,開 業資金の欠如に直面するの

が僻地住民の現況であった。 これらの問題に対処する方策として採 られたのがバラン

ベー事業と婦人グループの活動である[大 森 1986b:13-16]11)。

3.住 民協業の実践

1) 教育 振興 の ハ ラ ンベ ー事業

 ケ ニ アにおけるバ ランベー学校の沿革は旧 く,1964年 に は早 くも50校 が数え られた。

これ らは植民地政府の教育法(Education Act)規 定 の 目的と基準 に必ず しもそ ぐわな

か ったが,子 女教育への アフ リカ人の熱意表明であ った。 植民地統治下で は現地民教

育 は,も っぱ ら地方政府の専決事項であった。1924年 の教 育勅令(Education Ordi-

nance),1931年 の 新教育勅令,さ らに1947年 以 降実施 された10年 計画で もこの方針 が

堅持 された。そのため地方政府 は例外な く教育支 出の肥大に苦 しみ,年 間予算の大半 は

教員給与 に支 出されて,他 の事業 遂行がい ちじる しく停滞 した。 独立達成後 も事態 の

好転はなかった。 ケニア政府 は新興国家建設 の幹部養成 の必要か ら,中 等教育拡充 を

優先するほかなか った。小 学校教育振興は遅 れ,よ うや く1971年 に 牧畜民多数在住の

県で,小 学校授業料免 除が実現 した。 全国規模で は,1974年4月 に4年 次 生以下 が,そ

の後に7年 次生まで全 員の授業料免除が実施 された。1974年 の免 除措置に伴 い小学校

就学児童総数は前年 の180万 人 か ら,一 躍280万 人 に急 増 した。 政府は授業料収 入が消

失 したうえに教 員定数 と俸給支給額膨張に見舞われ,財 政上 きわ めて窮迫 した。生徒

増 に見合 う校地および校舎 の確保 は,地 元父母に委ね るほか策 はなかった[AKIVAGA

θ彦α1・ 1985:68-69;OLEMBo 1985:3;SIFuNA l980:109 ,147-148,152,157,

159-160]。

 ブタ リの小中学校施設拡充 にもこれ らの経緯が反映 された。 ここには早 くか ら再 臨

派(SDA)教 会 が進 出 し,付 属学校を1937年 に 創設 した。1985年 現 在 も小学校 ・初等

中学校併設で生徒300人,教 員20人 を 擁 したが,生 徒の四分の三は遠 隔地 か ら入学 し,

寮 生活を送 った。 地元では信徒の うち家計に余裕 ある農家の子女の みが通学 した。公

11)ブ タ リ近在では耕地1エ ーカーの売買価格は8,000-1万 シ リングであった。 カカメガ県南

 部 の人口過密状況もあって,ブ タリ付近の土地需要は高かったが,住 民は売却には消極的であ

 った。 現金収入の使途は大字キヴァイワの全世帯(100%)の 場合,衣 料(88%),学 校経費 (
62%),家 庭用品(38%),農 機 具(24%),余 暇(13%),祭 事(11%)の 順 となった。なお

 ハランベー寄付金やi葬儀など不時の出費は集計から除外された[UPRDS 1986:51]。
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写真3 タ ンデ小学校新築校舎とナンディ断層崖(背 景)

立学校は南方4kmの マラヴァに置かれ,よ うや く1957年にフレンド派教会付属小学

校が,大 字ブタ リの南方寄 り地点タンデ(Tande)に 開設された。 同校は4年 後に政

府移管とな り,し だいに拡充されてきた。1976年 には在校生の親600人 がハランベー

募金 と労力奉仕を実践 し次年度以降の初等中学校開設に成功した。1985年 現在は,タ

ンデ小学校のみでも生徒1,380人,教 員26人 の規模に成長した。 当初の敷地7エ ーカ

ーに隣接 地3エ ーカーを買い増 しレンガ壁,セ メント床,ト タン屋根の恒久建築校舎

数棟を増築 した(写 真3)。

 タンデ小学校の通学範囲は広 く,南 北約3km,東 西およそ7kmに 及んだ。その周

縁部,と りわけ大字ブタ リ西南端付近から通学した児童は,車 両や落雷による事故の

危険にさらされた。現実に死者発生の例もあり,父 母からの危惧も高まった。こうし

た状況のもとで地元出身者のムワチ(Mwachi,男1926年 生)が 発起人になり・小学校

新設のハランベー事業が始まった。彼はまず1982年5月 に住民の非公式集会を開いて・

地元合意を取り付けた。 そしてムワチ自身の土地3エ ーカーを時価の半額で,校 地と

して提供 した。 さらに無住化した農家を購入,移 築して仮設校舎1棟 を完成させた。

整地および移築作業,つ まり家屋解体,用 材と トタン板搬送,土 壁築造,屋 根葺 きは,

住民の労力奉仕に頼 った。仮設校舎は建坪80m2程 度の,切 妻屋根長方形の平屋で内

部に2教 室を設けた。床は土間で,窓,天 井 ともに無かったが,雨 季の豪雨も十分に

凌げた。 県の教育審議会は現地視察を終え,1983年2月 からナマンジァ(Namanjia)

小学校として発足を認可 した(写 真4)。

 当初は1学 年1学 級,教 員男女各1人 の零細規模であったが,毎年増設が続 き,1985
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写真4 ナマ ンジァ小学校仮設校舎

年には3学 年4学 級,生 徒142人,教 員男1人,女4人 に拡充された。 生徒数増加に

伴い仮設校舎2教 室のほか,校 地に隣接 した地元婦人グループ集会所を用いて授業を

行なった。 しか し,1986年 度の第4学 年発足後は教室の絶対数が不足 し,1985年 度中

に新校舎建設が不可欠になった。創設の主導役を果 したムワチは今回の校舎増築計画 ・

に参加せず,校 長ムバカ(Mbaka),父 母会長P,学 校委員会長ワシケ(Wasike)が 推

進役を担 った12)。最初は現存の建物を恒久建築校舎に建替え,校 長執務所を別棟に併

設する案であった。 建築費は2万 シリング以上と見積もられ,最 低5,000シ リングを

父母寄付金 として徴収する計画を立てた。

 新校舎建設のハランベー事業を審議するため,1985年6月 に父母総会が開かれた。

その場には,ナ マ ンジァ小学校所在地を管轄する大字マツァハの長クトンド(Kuton-

do)と,地 元選出の県協議会議員インダイ(IIldai)が 招かれ,主 宰者側に立って提案を

支持 し父母の協力を要請 した(写 真5)。 出席者は数時間討議の後に父母各戸一律150

シリングの寄付と,新 校舎壁面用レンガ製造の労力提供を決めた。 寄付割当額150シ

リングは白とうもろこし穀粒90kg詰1袋 の政府買上げ価格(当 時)に 近かった。ブ

タリでは耕作労働者の日当が10シ リングで15日 分の賃金に相当した。各戸の通学児童

数は不問で,一 率負担の寄付金額であったが,施 肥不充分での収量の乏 しい小規模経

営農家には支払いが困難であった。決議どおりの8月 末納付はおろか,収 穫期経過後

の11月 末にも60人中 25人の完納に留まった。学校委員会は督促し,滞 納事情聴取も

12)ム バカ(1944年生)は1974年 から教職に就いてきた。ワシケ(1930年生)は 教員と公務員を

 20年近く勤めてユ970年に帰郷,以 後23エーカーの農地耕作に専念した。Pは 父母会の会長であ

 りながら,児童の教材購入費3,000シ リングを預かったままナイロビ方面へ失踪した。1985年

 と翌年にはソンガ(Songa)が 会長代理を務めた。
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写真5 ナマンジァ小学校父母会

行なったが,強 制執行の措置はとらず,翌 年3月 末現在 も滞納者数は減少 しなか った。

寄付金徴集額が5,000シ リング未満のたあ大統領府の許可条件を充たせず,地 元募金

も延期するほかなかった。

 新校舎壁面のレンガ製造作業は1985年10月 に始 まった。毎週一定曜日に父母の共同

奉仕を決めたが,毎 回参加者は十数名にすぎなかった。校庭一隅の粘土採掘孔に降 り

て手鍬による掘削,注 水,脚 によるこね返しを続け,練 り上がった粘土を型抜きして

天日乾燥 させた。労力奉仕は断続的ながら翌年3月 迄継続 し,お よそ1万 個が成型さ

れた。校舎壁面に必要な4万 個を大きく下まわったが,焼 成が急がれた。5月 の雨季

到来により成型済 レンガも泥塊に帰すからである。 しか し2日 連続の焼成過程に大量

の燃焼材が必要で,入 手は困難であった。すでに数十年来開墾が進んだブタ リ周辺は,

耕地,宅 地として切 り拓かれ,日 常炊事用の薪炭も不足がちであった。父母60人 の自

家所有地から必要量を確保できる見込みはなか った。

 募金と焼成作業の遅延が増築計画の大幅な変更をよぎな くさせた。父母会は1986年

3月 に緊急総会を開 き,応 急対策を協議 した。 その結果恒久建築校舎設営は延期 し,

暫定措置として仮設校舎1棟 を増築することになった。学校委員会は増築に備えて,

フレンド派教会旧礼拝堂の トタン板と用材払下げを受け,父 母に移築の労力奉仕を求

めた。作業は雨季到来前の4月 末迄に予定された。 この措置により教室不足の最悪事

態はとりあえず回避されたが,当 初の恒久建築校舎新築の実現はさらに遠去かった。

父母25人 からの拠出額4,000シ リングは,仮 設校舎設営に大半が支出され,ハ ランベ
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一募金許可申請の可能性はより縮小したか らである。当初計画されたハランベー事業

計画は挫折の憂目をみた。

2) 婦人 グループの活動

 カ ブ ラス族居住地に隣…接 したブクス族の農村 には,既 婚婦人 の互助慣行が見 られ た。

少人数 が頼母子講 を作 り,月 毎 の少額掛金 を輸番で借用 した。使途 は主 に教育費 や学

校制服 の購入であ った。 ブタ リ近辺に も耕作 や融資 目的の互 助グループが多数見 られ

た。 とくに固有名称を持つ集団はな く,十 数人単位で活動 した。 あ る聴取例では,1985

年5月 に粟の取入れを行な った。女性10人 ほどが1エ ーカーの粟畑 を2時 間ほどで刈

取 った。再臨派教会の信徒仲間 で構成 し,助 勢を受けた側 は簡単な昼食 を提供 した。

参加者 に金銭の報酬はな く,輸 番で助勢 し合 う仲間であ った。 これ ら互助 グループの

うち正式 に政府に登録 し,認 可を受けた団体はわずかに留 まった。 その ひとつがムユ

ンデ ィ婦人 グル ープ(Muyundi Women Group)で あ った。

 これ は再臨派教会信徒の うち別な女性仲間の,私 的な互助 グル ープか ら誕生 した。

1981年 に 社会福祉省へ登録 し,正 式認可 を受けた。 登録以前の入会金20シ リングは,

正 式認可後1口200シ リングの出資金に改訂された。 登録時には字 ユム ンディ在住者

が ほとん どで,20人 に す ぎなか った。 発足 と同時に規約 を定 め,定 期的に会合 したが,

ほか に目立つ活動 はなか った。 出資金 が元手の少額融 資を無利子で 受ける以外,と く

に利 点も見当た らなか った。 しか し登録後2年 して政府 の助成金7万 シ リングが交付

され,専 用集会所 の建設が1983年 に始 ま った。 さらに1985年 か ら白とうもろこ し買付

けを試 み,販 売手数料を会員 に配分 した。入会希望者 はそれに伴 って急増 し,1984年

度 に会員数35人,1985年 度 には40人 に な った。会員居住 区域 もムユ ンディ周辺部に広

ま った。入会時の出資金 は1口280シ リ ングに増額 され た。会長は クー シエニ ャ(Ku-

sienya,お よそ1930年 生),書 記 はマーガナ(Magana,1956年 生)会 計 はシャ トウマ

(Shatuma,1932年 生),白 と うもろこ し経理担 当はワ シケ(Wasikc,1938年 生)で あ

った。会長には登録以来 同一人 物が留任 した。

 ムユ ンデ ィ婦人 グル ープは1982年 に,ナ マ ンジャ小学校隣…接地1/2エ ー カーを1,500

シ リ ングで買収 し,政 府に集会所建設助成を請願 した。 助成決定によ り集会所は1983

年 に着工 され,間 口15m,奥 行6m程 度 の平屋 の建築が進行 した。 ブロ ック壁,セ メ

ン ト床,ト タ ン屋根の恒久建築物であ ったが,外 装工事終了の段 階で作業 は中断 した。

理 由の詳細は不明だが,7万 シ リングの事業予算が一部 削減 された模様である。MWG

は集 会所完成を待 って ミシ ン数台を置 き,地 元女性 に縫製技能講習 と内職収入を得 さ
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写真6 ムユンディ婦人グループ集会所

せる計画であった。 しかし窓や扉の取付け未了の現況では着手の予定は立たなかった。

ただし未完成ながら,集 会所はナマンジァ小学校の教員室,低 学年児童用教室,父 母

会開催場所として随時活用された(写 真6)。

 MWGの 活動はi新たな進展を見せた。白とうもろこしは統制物資で,政 府指定機関

への売渡しが義務づけられた。しかし北方20kmの 所在地まで穀物を搬送する労苦と

費用は大きく,ブ タ リ住民は不便をかこった。MWGは 県行政長官の許可をえて,ブ

タ リ交易センターで1984年10月 以降,白 とうもろこし買付けに着手した。買付け資金

には出資金積立分のほか個別に分担金拠出を求め,総 額1万4,000シ リングを準 備 し

た。 分担金は会員から1口200シ リングまたは白とうもろこし穀粒90kg 1袋 を単位

に募集 した。買付け開始に当り,MWG書 記にマーガナ,買 付け経理担当にワシケが

就任 した。農民からは1 kg単 位,現 金払いで買付けた白とうもろこし穀粒は,90 kg

詰の袋に移し,100袋 まとめて賃借 トラックで ウェブエ所在の穀物 ・生産局支所へ送

り届けた。 トラック賃借料800シ リングは白とうもろこし代金ともども,後 日政府か ら

MWG指 定銀行口座に振り込まれた。 買付けは1985年2月 まで継続 し,合 計2,360袋

を送達 した。

 買付け期間中は,穀 粒計量係の男性1人 を常傭 した。また トラックへの積載作業員

として男性4人 を臨時雇いにした。 ワシケは代金支払いのため常時買付け所に詰めた

が,MWGの 役員,会 員とも無報酬の奉仕を求められ,直 接の反対給付はなかった。

買付け所は会員所有の店舗を当て,賃 借料は免除された。1984年10月 から翌年2月 迄

のMWGの 収入は買付け手数料1袋 当り5シ リングであったため,取 扱量3,360袋 を
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合 計 して1万1,800シ リ ングにな った。 労務費など必要経費を差 し引 くと,残 りは約

7,000シ リングにな り,当 初の買付け準備金に対 し50%の 収 益を挙げた。 分担金を拠

出した会員 は,寄 託金額に相応す る利益配 分を受けた。 正否 は問わず,個 別聴取の回

答 どお りに提示すれば,Aは3袋 供 出 し400シ リ ングの配当, Bは2袋 を預け120シ リ

ング,Cは10袋 を 託 し500シ リングの返戻金を受けた。1袋 の代価156シ リングで計算

すれば,Aは85%, Bは40%, Cは32%の 利 益還元 である。割戻 し金精算後のMWG

の 預金残高 は,1984年10月 現 在で6,400シ リングであ った13》。

 白 とうもろこ し買付 けは1985年 も行なわれた。 ブタ リ交易 セ ンターで9月23日 に開

始 した。MWGの 買 付 け資金は前年 に比べ大幅増 の2万5,000シ リングであ った。主

として会員寄託 の 分担金増額 に依 るもので,Aは 前年の3袋 に加え現金1,075シ リ ン

グを,Bは 前年の5倍 に当る10袋 を,ま たCは 前年 よ り5割 増 の15袋 を拠 出 した。 D

は 前年の1,000シ リングに対 し1,600シ リングを預け,さ らに前年不参加であ ったEが,

初 めて200シ リングを寄託 した。 近在の農民は キログラム単位 の買付けと即金支払 い

を歓迎 し,常 時買付け所前に群をなす盛況 であった。 買付けは順調に進展す る と見 え

たが,県 行政長官 はこの年10月8日 に 突然婦人 グル ープの白と うもろこし買 付けを中

止 させた。1985年1月 末以降改訂された買付 け価格 は穀粒90kg詰1袋175シ リング,

買 付け手数料が1袋 毎に6シ リング50セ ン トであった。停 止命令が下 るまでの20日 間

の買付け量 は500袋 で,手 数料収入 は3,250シ リングにな った。MWGの 預 金 口座残高

は,会 員分担金寄託分 を含 め1985年10月 末 で2万9,000シ リ ングであった。

 買 付け停止の原因 は,農 業融 資公社(AFC)へ の農民債務累 積の深刻化で あ った。

政府 は婦人 グループによる現金決済 に代えて,生 産者の直接売 り渡 しと,支 払 代金 か

らの債務未済額控 除を図 った14)。 県 行政長官は10月2日 の大統領命令を受けて,迅 速

に対応 し,10月8日 付 でカカメガ県 内すべての婦人 グル ープの買付け停 止と,密 売者

の一斉取締 りを行 な った。 ブタ リ交易 セ ンターへ も郡長以下警官数人が ジープを乗 り

つ け,売 買 中の何人かを逮捕 した。当日もMWG買 受 け所に は穀 粒90 kg詰 数 袋が見

られ たが,以 後閉鎖 されて翌年3月 末現在 もまだ再開 に到 らなか った。MWGは 新 た

13)婦 人 グループの経理関係記録および役員会議事録の参照は許されなかった。上掲の数値はす

 べて役員および会員の個別面接聴取によって得た。複数者への同一質問および同一人物への反

 復聴取によって,正 確な数値を得るように努めた。 しかし利益配分の割合など当事者の記憶違

 いによる不整合は回避できなかった。

14)農 業融資公社(Agricultural Finance Corporation)は 従来の半官組織土地銀行(Land Bank)

 の融資条件を緩和し,10エ ーカー以下の耕地所有者に対しても土地を担保に季節貸付(Seasonal

 Credit)を 許可した。播種から収穫までの繋ぎ融資である。利用手続 も簡略化され,1980年 以

 降5ケ 年間の貸付額は14億 シリングに達したがそのうち半額に近い6億4,000シ リングが返済

 不履行にな った(Daily Nation紙,1985年10月3日)。
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写真7 ムユンディ婦人グループの縫製所

な活動の方向を探索 し,近在の初等中学校3校 から男子生徒用制服の縫製を受注 した。

集会所脇の小舎にミシン4台 を置き,縫 製技能者男女各2人 を傭って作業を進めた。

婦人グループ会員1人 が監督を務めた。生地裁断と縫製で仕上げた簡素な木綿地の長

袖 シャッと半ズボンは,一 式単価200シ リングの頒布品であった。 受注数は最小限数

百着が見込まれ,白 とうもろこし買付用の寄託分担金は労賃および材料購入費に転用

された(写 真7)。

4.課 題 と 考 察

 本稿で取り扱 った事例はケニア僻地の,無 名に近い農村の出来事である。片田舎の

小学校新設と増築計画および少人数の婦人グループ活動の経緯を紹介 した。どちらの

場合も事態は思惑どおり進展せず,当 初の目標達成は不十分に終わった。一見 したと

ころ自助努力と協業の意欲は報われず,徒 労に帰 した部分さえ多い印象を受ける。 し

かしこのような消極的評価は,短 期的,局 地的にはともかく,長 期にわたって発展途

上国全体を視座とするとき,必 ずしも当てはまらない。 ブタ リでの事業,活 動計画遂

行を阻害 した要因ないしは変数の検討を通 じて,普 通妥当性に富む問題点解明がえら

れよう。無名,平 凡な僻地農村 もその平凡さゆえに,か えって平均的,一 般代表的性

格を備えるといえる。とりわけ2件 の事例とも住民は自然環境,生 活技術,資 源(資

材,人 材)の 諸制約下で,生 活基礎施設改善のため協力し努力を重ねた。成否は別に
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して,自 助努力による農村開発実践の好例と見てよい。

 ナマンジァ小学校の新校舎増築は,父 母の十分な理解と協力への意欲熟成を待たず,

やや性急に計画を推進 した。実施策を決議 した1985年6月18日 の父母会総会に筆者も

陪席する機会をえた。MWGの 集会所に父母60人 がほぼ顔を備え,教 員のほか大字マ

ツァハの長と県地方協議会議員を招聰 して開催された。父母会役員,校 長,議 員の順

で発議と提案理由の説明が続き,質 疑応答を重ねた後,挙 手による議案採決が行なわ

れた。議案はナマンジャ小学校を将来第8学 年まで拡張増設する計画であり,当 面は

次年度進級の4年 次生用に恒久建築校舎を設営する事業であった。すでに述べたとお

り,具 体的には父母各戸あたり150シ リングの寄付金拠出およびレンガ製造の労力奉

仕要請であった。議員は提案者側に立ち,質 問者への応答に当った。 しかし疑問点解

明よりも議案決議,実 行計画の正当性を強調する傾きが見 られた。地元教育振興の熱

意は汲みとられたが,や や強圧的な印象も残った。およそ4時 間を越す討議の後で採

決が行なわれた。 しかし衆人環視の中の挙手採決では,消 極意見の父母 も賛成意志表

示に傾き易いと危惧された。 じじつ仮に総会票決での議案支持が父母多数の真意反映

であれば,寄 付金拠出および労働奉仕の成果はより円滑かつ迅速に達成されたと思え

る。心底からの納得と自発的協力を導 き出すに足る周到な個別の事前説得は行なわれ

なかった。

 ブタ リ住民の生計維持の実情 と,経 済的 ・時間的負担の限界を綿密に考えるなら,

当初から恒久建築物を望まずに仮設校舎の建築を提議すべきであった。総会開催時点

で,ま だ第3学 年まで学級設置済の現況では,第8学 年までの拡張計画は父母の負担

を一時期に集中することになる。毎年1年 次生入学に伴い父母の数も若干は増すので

次の方途が望ましい。つまり仮校舎1棟 を暫定的に設営 し数年後に恒久校舎建設に着

手すれば,現 時点での実施に比べ,父 母の出費と労力奉仕を少なくとも1家 族あたり

軽減で きる。数工一カーを経営し,年 間20～30袋 を収穫する農家にとって毎年1袋 の

拠出は過重負担である。住居の建替えは公務 ・教職,交 易従事の家計にゆとりある住

民の場合に珍 しくなかった。伝統様式家屋から恒久建築住居への建替えの際の,古 材

とトタン板を購入すれば,仮 設校舎増築 も安価で迅速に実現 した。父母の寄付金と労

働奉仕も大きく軽減された。 このような配慮が欠けたうえに,学 校募金の経理にまつ

わる疑惑が生 じて,父 母の協力意欲を減退させた事実があった。すなわち小学校創設

時のハ ランベー募金の一部5,700シ リングが,1982年12月 以降使途不明になった。当時

の経理責任者は後に公務に就いたためあえて疑惑追求は試みられず,本 人は問責を免

れたが疑惑は消滅しなかった。 父母会の役員Pが 教科書代金として集めた3,000シ リ
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ングを拐帯失踪 した。偶然とはいえ,不 幸な事件の継起により父母の信頼 と自発的協

力の意欲は大きく損なわれた。

 ムユンディ婦人グループ(MWG)は,前 述のとおり社会福祉省に登録認可され,婦

人団体全国組織(MYWO)傘 下の公共的団体であった。 MYWOは 活動の目標を農

村婦人の啓発,福 利厚生,保 護,地 位向上に設定 し,加 入条件としてMWGも これ

に賛同を求められた。 しかし少なくとも現況ではこうした公共的性格,社 会奉仕活動

はやや後退 し,加 入者中心の排他的な,営 利に傾 く面が認められた。グループ構成員

と役員人事にも閉鎖性がうかがえた。 これまでのところMWGに は,む しろ萌芽的

協同組合の色彩が濃い。限 られた仲間うちで資金を分担 し,事 業収益を分かちあった。

農村婦人の自主的協業を促 し現金所得を増させる活動は,そ れ自体農村開発の端緒と

して評価できる。県行政長官による白とうもろこし買付け活動奨励もその主旨に沿っ

た施策であった。ただし政府からは,収 益の即時返戻ではなく新規事業の資金確保の

ための貯蓄が期待された。MWGも 公共的性格を自覚 して,会 員以外の一般の住民,

とりわけ女性対象の福利増進に努力を傾けるべきであろう。たしかに白とうもろこし

買付けは,農 民個人の穀物搬送と代金受領にまつわる煩項を軽減 した。 しか し制服縫

製作業の貢献度は疑わしい。MYWO加 盟の他の婦人グループは日用必需品販売,手

芸品製作,諸 種の技能講習,識 字教育など奉仕活動も行なってきた。MWGも 営利活

動優先を見直すべ きであろう。

 ブタ リ近在にはMWGに 比肩できる政府認可の婦人 グループはなく,白 とうもろ

こし買付けで知 られた実利期待も伴って,入 会希望者が増加 した。 しかし加入条件の

280シ リング納付は小規模経営農家の場合に,ほ とんど実行不可能であった。随意拠出

の事業資金分担 と異なり,出資金は退会時まで返還されなかった。また加入後も資金分

担に加わらなければ,な んら収益配分の利得にあずからなかった。結果としてMWG

には,出 資金に加え分担金拠出にも耐える,比 較的家計に余裕ある層の主婦が集合し

た。すなわち所有耕地の多い農家,教 員または公務員,交 易従事あるいは商店経営者

の妻たちである。MWGの 役員については,会 長以外は本人が教員(書 記,会 計)ま

たは20エーカー以上の耕地所有農家の主婦であった。前掲の分担金拠出者を見るなら,

Aは30エ ーカー所有農家の主婦,BとEは 小学校教員, CとDは 上述の役員である。

1985年現在の会員40人 の過半数は,200シ リング以上の出資金納付により会員資格をえ

た。登録時の会員20名からは中途退会者 も出たからである。僻地農村ながら,中 層以

上の農家の主婦を多 く含めた点で,MWGは 低所得者層の婦人参加が多い他地域の婦

人グループとは対照的な存在であった[MwANIKI 1986:213-214]。
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 ナマンジァ小学校の新増設計画とムユンディ婦人グループの結成には,ど ちらも地

元有力者ムワチ(前 出)が 深 く関与した。 ムワチはタ リ氏族の出自で,字 ムユンディ

に生まれた。彼は1983年 に56歳で停年退職するまで,西 ケニア各地で教鞭をとった。

在勤34年 間に各地小学校の校長と県視学官を歴任 した。地方および中央の,教 育と行

政関係者に知己は多い。 他方でムワチは地元 きっての篤農家であった。 農地140エ ー

カー(約56ha)を 所有 し,牛70頭以上を飼養 した。積極的な農業と畜産経営に依 り1982

年には全国的な農民組織(KNFU)の カカメガ県副支部長に選ばれた15)。ナマンジァ

小学校は,ム ワチが永年の教育活動を記念する意図で,設 立を志 した。 自ら準備委員

会を結成 し,私 有地を市価半額で提供 し,か つ豊富な人脈を活かして設置認可を取 り

つけた。またムユンディ婦人グループも,ムワチ夫妻が所属 した再臨派教会(SDR)の

女性信徒仲間を母体に発足させた。社会福祉省による認可,さ らに多額の助成金交付

は,ム ワチ自身の奔走なしには実現 しなかった。

 創設功労者ムワチがナマ ンジァ小学校拡張計画から遠去かったのは,一 見不可解で

ある。孫が通学 し,息 子2人 の妻それぞれが現職教員で勤務中であった。 しか しムワ

チは1985年6月 の父母会総会も,そ れ以降も出席せず,拡 張計画の相談にあずかるこ

ともなかった。この原因は1983年9月 実施の前回総選挙に遡 る。地元のルランビ(Lu-

rambi)北=選 挙区では独立以来同一人物が定員数1の 議席を確保 してきた。 しかし前

回初めてムワチほかが支持する対立候補に議席を譲る憂目をみた。 ブタ リ住民は大 き

く両支持派に分かれ,1985年6月 の政党役員選挙の際に,地 元投票所で両派が衝突 し

警官が急派された。ナマンジァ小学校の校長,同 校所在地の大字の長,地 元選出の県

地方協議会議員はいずれもムワチと競合する立場にあった。 かれらは次回総選挙で捲

土重来を期す前国会議員の勢力をかりて新校舎増築のハランベー事業展開を図った。

ムワチの参加辞退により,混 乱は避けられたが,計 画遂行が困難になったことも事実

である。父母拠出の寄付金不足額補填,地 元募金申請許可,レ ンガ焼成用薪炭入手は,

ムワチの地元影響力と財力に頼れば,実 現は容易であっただろう。

 ムユンディ婦人グループ発足の際に,ム ワチは妻を役職に就けず,直 接親縁関係の

ない地元の年輩女性を会長に推 した。彼女は地元出身者だが,夫 は小規模経営の農夫

で,夫 婦とも際立った家系や経歴の持主ではなかった。 しかしムワチの2人 の息子そ

れぞれの妻がグループの書記と会計の役職を占め,事 実上MWGの 組織および活動を

掌握 してきた。MWGの 総会は近頃開催 されず,役 員会で重要事項が審議され,決 定

15)ケ ニア全国農民組合(Kenya National Farmers Union)は1946年 に創立された民間団体だが,

 農民を代表して白とうもろこし買付け価格や農業融資公社(AFC)の 融資条件(利 率や貸付期
 間)の 改善を,政 府と交渉する重要な機関である[G£RTzEL 8彦αZ・(eds・)1969:177-180]。
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されてきた。 白とうもろこし買付け,中 等学校制服縫製など事業計画,利 益配分,加

入脱退の承認など活動 と組織面でムワチの意向反映の余地は残された。未完成の婦人

集会所建設工事もムワチが現国会議員を介 して,県 行政長官に継続要請中であった。

 これまで見た小学校施設拡張と白とうもろこし買付けの住民協業は,ブ タ リの立地

条件,土 壌,気 象を基盤にし,住 民の生活形態,技 術,リ ーダーシップ発揮と競合な

ど諸要因の規制下に置かれた。これらの事業 と活動は自然環境,生 活技術,資 本(資 金,

資材)と 人材の総合的,包 括的な営為 といえる。 それは所与の環境条件を取捨選択 し,

補綴修正を加えてより快適な生活を構築する行為過程であ り,そ のための知識の集積

と利用である。住民それぞれが保持するそれ自体微小で非力な可能性(能 力と資本)

を統合し,累 積的効果を導 き出す知恵と技能である。 そうはいうものの,僻 地農村に

は科学的知識 ・技術と事業資金の蓄積は乏 しく,政 府の助力は必須である。政府の指

導と物的援助は,現 地住民の欲求と要望に沿い,地 元の潜在可能性の的確な評価およ

び活用を伴う必要がある。 これらを軽視 した性急な目標追求や過大または過小な評価

の強要は,事 業遂行を妨げ,住 民の自発的参加意欲と協力の衰微を招 く。過度の干渉

は住民の自律性を弱める弊害を伴う。

 ハランベー事業と婦人グループの活動はケニア全域で永年にわたり繰 り広げられた。

それの成否の要件も実証的な検討を経てきた。前掲の農村開発特別5ケ 年計画(1970-

1974)に 関わる以下の反省がある。ハランベー事業については事業目的の了解,参 加

への積極的動機づけ,事 業完遂が導 く利益への期待感を,住 民間に徹底する必要が強

調された。また政府の適切な指導,援 助,住 民の欲求への理解,さ らに公正で能動的

な地元 リーダーの登用も不可欠とされた[HEYER 8如♂.1978:36-39]他 方,婦 人

グループの活動についても全国的視野に立つ比較検討がなされた。婦人団体全国組織

(MYWO)は,農 村各地で婦人と児童の福利増進をめざし,萌 芽的協同組合活動によ

る資金力充実を推奨してきた。 しかし現実にはMYWOに 加盟済みのグループは僻

地よりも中核的な町に遍在 し,所 期の目標とずれを生 じた。会員には中高年層が多く,

若年ながら高学歴,諸 資格を取得 した女性の活躍を阻んできた。さらに従来の経済面

重視を改め,女 性の住宅問題,教 育の機会,財 産所有権,女 性差別などに関わる法的

措置の請求にも努力する必要があった[RIRIA-OuKo l985:194-195ユ 。

 広範かつ積年の実践を踏まえたこれらの比較検討の成果は,ブ タ リ住民の農村開発

運動にも依るべき指針をえさせる。 ナマンジァ小学校の拡張計画は,父 母にも必要性

は十分理解されたが,高 まった協力意欲 も過大な負担要求のため萎縮 していった。加

えて選挙運動をめぐる確執が地元の資本と人材の活用を妨げた。 ムユンディ婦人グル
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一プはほぼ順調な活動の進展を示 した。 ただ結成に際 して,地 元女性一般の自覚 と自

主努力が反映されず,一 部有識者の発案に負 うた事実があり,組 織面の閉鎖性 と営利

追求の偏りを生 じて,地 元住民全体への奉仕という公共的性格が希薄化 した。 これ ら

の克服と改善によって,ブ タ リの農村開発運動はより着実な展開と,見 るべ き成果を

導 くと期待される。個別的には微小な能力(可 能性)と 資本の集積が地域住民の生活

向上をもたらす。 この事実はひとりハランベー政策の有効性を立証するばか りでな く,

自助努力に発展の基礎を置 く世界の多くの地域社会で,住 民の希望と自信を醸成する

意義深い社会的実験の成果を顕示するのである。

付 記

 本稿では1986年3月 以前の調査成果をまとめ1987年7月 に提出した。 しかし1988年7月 の再訪

時にはブタリ村内外に目立った変化があり,そ の状況を述べておきたい。ナマンジァ小学校の仮

校舎は2棟 になり,恒 久建築の校舎1棟 も未完成ながら出現した。ムユンディ婦人グループの集

合所も竣工に近付いた。政府による白とうもろこし売買規制 も大幅に緩和される見通 しになった。

 仮 校舎は新旧とも様式,サ イズがほぼ等 しかった。旧屋の2教 室に加え,新 校舎は2教 室と教

員用小部屋を備えた(写 真8)。 ・父母の労力奉仕の経過詳細は聴取できなかった。 四周の土壁の

完成は早かったが,屋 根葺きの トタン板購入資金を欠き,竣 工は1987年12月 になった。旧校長ム

バカは同年6月 に字ムカイ(Mugai)の 長 に転出し,サ ワビトが校長に就任した。組織,人 員とも

順調に拡大して,1988年7月 現在では1-6学 年合計7ク ラス編成となり,生 徒数305(男155,

女150),教 員数10を 数えた。新校長のもとで1987年11月 に念願のハランベー拠金も挙行され,郡

長ムヴィカを迎え総額2万5, OOOシ リングを集めた。 この拠金で新築仮校舎のトタン板不足分を

購入 し,恒 久建築校舎4教 室分1棟 のブロック壁を完成させた。同校ではなお1988年11月 に再度

ハランベー拠金を催 して,恒 久建築校舎の完成に努める計画であった。

 ムユンディ婦人団体の集会所は内外壁の塗装と窓枠,扉 の取付けが終わった(写 真9)。 政府

助成金の追加交付により工事が進んだ(し かし金額と再開時期は確認できなかった)。 女性グル

ープによる白とうもろこし買付けはなお解禁されず
,従 来どおりミシン3台,職 人3人 雇傭で縫

写真8 新築された仮設教室(左 側)
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写真9 完成まじかな女性グループ集会所

製作業を続けた(収 益および配分の詳細も明らかにできなかった)。 白とうもろこしの政府買付

価格は1986年7.月 以 降穀粒90kg詰1袋188シ リング(約8%増)に 改訂された。 しかし1986年

3月 に比べて2年 余 り後の物価は30-40%騰 貴 と感じられ,買 付価格引上げを大幅に上まわ った。

農民の生計は窮迫した。とりわけ子弟の教育費(授 業料,寮 費)の 負担増加が深刻であった。

 政府は従来堅持した物価統制策を放棄 して小売価格の自由化に委ねる方策を採った。白とうも

ろこしについても1988年7月20日 付ネーション紙で同年収穫量の20%の みを政府機関(NGPB)で

買付け,残 余は民間業者(private agents)へ 農民からの直接売却を容認する農業大臣談話を公表

した。インフレーション進行に伴い,農 民は政府買付価格に縛 られない有利な価格での売却に傾

くだろう。

 政府の調査許可証を欠き,外 国人への公安上の猜疑心をあおり立てる風潮の中ので聴取は困難i

であったが,本 稿に示 した事態の進展と予測の検証が可能となり,有 意義な追跡調査であった。
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